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２■施策推進の状況
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３■施策の担当課による評価結果
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平成24年度

平成25年度

平成26年度
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施策評価票番号 23

基本成果指標名

健康福祉部 社会福祉課

　地域住民や学校などが協力し合い、地域福祉意識を高め、障害者、高齢者等の弱者に対して、ボラン
ティアなどによる福祉活動の充実、育成を図っていく。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

　平成２３年度

３－２評価の内容
　社会福祉協議会と協力をしながら、ボランティアコーディネーター
養成講座、ボランティア活動に対する支援、障害者への福祉に関する
意向調査などを実施し、福祉意識の高揚を図った。

　住み慣れた地域で安心して暮らせる住みやすい環境が望ま
れる中で、生活地域福祉計画を始め、地域福祉施策の充実が
一層大切となる。

　地域での福祉意識の向上を図るために、ボランティアや福祉教育の
充実等福祉意識推進を図ってきたが、今後については、それらをさら
に発展させた地域福祉計画の策定に向けての検討を行なう。

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

 

　平成２６年度 　平成２７年度　平成２２年度 　平成２５年度 　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２４年度

　平成２４年度 　平成２６年度 　平成２７年度　平成２３年度 　平成２５年度

単年度
担当課評価

３－1評価結果

担当課評価

　ボランティア登録人数

　平成２２年度

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

目標値（単位） 実績値（単位）

２―２―４　

総合評価

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

　保健福祉「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」

　社会福祉

基本施策コード地域福祉

６５（団体）

１，７５０（人）

社会福祉課長
東　　　洋

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

　ボランティアの活動の登録状況を表す指標

　ボランティアの活動の登録状況を表す指標

２－１施策全体に
係る合計コストの
推移（千円）

　ボランティア登録団体数

評価票作成者

5,026

25,733

 　平成１８年度

20,707

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

　平成１９年度 　平成２０年度

７５（団体）

１，８５０(人）

　平成２１年度

達成率(％)

 

 ● 施策評価の判定基準
　　Ａ ：　施策の目的を効果的に達成しているので継続する
　　Ｂ ：　施策推進の実施手法等に改善の必要がある

　良好に進展

　良好でない

　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展

　良好でない 　良好でない 　良好でない 　良好でない 　良好でない 　良好でない 　良好でない 　良好でない 　良好でない



４■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

1 未実施 - -

2 14(校) Ｂ Ａ

3 2(人) Ａ Ａ

4 未実施 - -

5 58(団体) Ａ Ａ

6 79(人) Ａ Ａ

7 81(人) Ａ Ａ

8 10(％) Ｂ Ｂ

9 未実施 - -

10 326(人) Ａ Ａ

11 8(人) Ａ Ａ

12 未実施 - -

13 167(件) Ａ Ａ
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総合評価
担当課判断優先順位

福祉のノーマライゼーションの啓発事業 アクセス件数　年間5,000（件）

成果指標と最終目標値(単位)事務事業名称

４－１　施策を構成する事務事業の評価情報 　平成１８年度

福祉教育の充実事業 社会福祉協力校数　15（校）

12

11

地域の福祉活動の実践事業 民生委員・児童委員数　93（人）

災害弱者支援体制整備事業（主要事業）
福祉対象者地域防災マップ・マニュアル作成達成度　100
（％）

人にやさしい施設に向けた啓発事業 アクセス数　5,000（件）

3

9

企業への福祉施策の推進事業 福祉施設利用者の一般就労への移行人数　6（人）

地域福祉計画の策定事業（主要事業） 地域福祉計画による施策達成度　30.0（％）

ボランティア育成事業（主要事業） ボランティアセンター登録団体数　70（団体）

ボランティアコーディネート機能の充実
事業

災害ボランティアコーディネーター数　130（人）

移動手段の充実事業 福祉タクシー交付者数　400（人）

権利擁護の充実事業 権利擁護事業の利用者数　15（人）

緊急保護の充実事業
障害者の福祉施設等の緊急避難場所への協力機関数　3（箇
所）

社会福祉協議会の有効活用事業 地域福祉サービスセンタｰ年間相談件数（200件）


